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令和３年度日立市公営企業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和３年度  

日立市水道事業会計・下水道事業会計決算及び附属書類を審査したので、次の
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令和３年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和３年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和４年５月３１日から令和４年７月２１日まで

第３ 審査の方法

日立市監査基準等に基づき、各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、

経営状況を含めた総括的審査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果

を参考にしながら、 「決算計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行

い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。

また、予算の執行及び事業の運営については、公営企業経営の基本原則に沿っ

て概ね良好に行われていると認めた。
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令和３年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和３年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１ ｢業務実績表｣ のとおりであるが、その主なものは

次表のとおりである。

区 分 単位 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減
増減率

％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件 △ △

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 減少となり、普及率は ％と

前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント減少している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍで、前年度に比較し ｍ ％ 増加

している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

年度 年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益

営業外収益 △ △

注 令和 年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行って

いる。

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円 千円で 万

千円上回り、執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の給水収益の減少によるものである。

なお、令和３年度から費用収益対応の原則に基づく適正化を図るため、下水

道事業会計負担金及び徴収事務負担金を、営業外収益から営業収益へ移し替え

ている。

（参考）

令和２年度の下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を、営業外収益から営業収益へ移し

替えると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 万円を翌年度に繰り越している。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、原水及び

浄水費の修繕費、消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に原水及び浄水費の修繕費、減価償却費の減少によるものである。
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１ ｢業務実績表｣ のとおりであるが、その主なものは

次表のとおりである。

区 分 単位 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減
増減率

％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件 △ △

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 減少となり、普及率は ％と

前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント減少している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍで、前年度に比較し ｍ ％ 増加

している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

年度 年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益

営業外収益 △ △

注 令和 年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行って

いる。

 

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円 千円で 万

千円上回り、執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の給水収益の減少によるものである。

なお、令和３年度から費用収益対応の原則に基づく適正化を図るため、下水

道事業会計負担金及び徴収事務負担金を、営業外収益から営業収益へ移し替え

ている。

（参考）

令和２年度の下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を、営業外収益から営業収益へ移し

替えると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 万円を翌年度に繰り越している。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、原水及び

浄水費の修繕費、消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に原水及び浄水費の修繕費、減価償却費の減少によるものである。
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（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入 △ △

企業債 △ △

負担金 △ △

国県補助金 △ △

一般会計補助金

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円で 万 千円下

回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定により繰り越しした額の財源

充当額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に企業債の減少によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

企業債償還金 △ △

国庫補助金返還金 △ △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 万 千円を翌年度に繰り越してい

る。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、水源及び配水施設費の減少によるものである。

建設改良費の主なものは、第７送水管更新工事費、十王浄水場監視制御装置

更新工事費、配水管更新工事費である。

決算収支における資本的収入額 億 万円が、資本的支出額 億

万円に対し不足する額 億 万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 億 万 千円、減債積立金 億 万 千円、建設改良積立

金 億 万 千円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度

 

分損益勘定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２「損益計算書前年度比較表」、別

表３「費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最

近５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益

営業外収益 △ △

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

総 費 用 △ △

純 損 益

注 令和 年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っ

ている。

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

営業収益の主なものは、事業収益の主体である給水収益 億 万 千円

のほか、下水道事業会計負担金 億 万 千円、加入金などのその他の営業

収益 万 千円である。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外により生じた収益である営業

外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、交付金などの

雑収益 万 千円、一般会計負担金 万円である。
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（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入 △ △

企業債 △ △

負担金 △ △

国県補助金 △ △

一般会計補助金

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円で 万 千円下

回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定により繰り越しした額の財源

充当額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に企業債の減少によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 △ △

企業債償還金 △ △

国庫補助金返還金 △ △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 万 千円を翌年度に繰り越してい

る。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、水源及び配水施設費の減少によるものである。

建設改良費の主なものは、第７送水管更新工事費、十王浄水場監視制御装置

更新工事費、配水管更新工事費である。

決算収支における資本的収入額 億 万円が、資本的支出額 億

万円に対し不足する額 億 万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 億 万 千円、減債積立金 億 万 千円、建設改良積立

金 億 万 千円、過年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び当年度

 

分損益勘定留保資金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２「損益計算書前年度比較表」、別

表３「費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最

近５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益

営業外収益 △ △

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

総 費 用 △ △

純 損 益

注 令和 年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っ

ている。

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

営業収益の主なものは、事業収益の主体である給水収益 億 万 千円

のほか、下水道事業会計負担金 億 万 千円、加入金などのその他の営業

収益 万 千円である。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外により生じた収益である営業

外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、交付金などの

雑収益 万 千円、一般会計負担金 万円である。
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（参考）

令和２年度以前の下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金について、営業外収益から営業

収益へ移し替えを行うと、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

総 費 用 △ △

純 損 益

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。本年度

の給水収益は 億 万 千円で、前年度に比較して 万 千円 ％

減少している。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは主に、原水及び浄水費の修繕費、配水費の委託料・修繕

費等が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、浄水施設等の維持管理経費 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは主に、企業債利息が減少したことによるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

 

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

年度 年度 元年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、修繕費が前年度に比べ大きく減少している。一方、動

力費や資産減耗費は前年度に比べ増加している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの費用 原価 は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 減少している。

（ア）部門別給水原価

単位 円

区 分
３ 年 度 ２ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

原 水 及 び 浄 水 費 △ △

配 水 費 △ △

給 水 費

業 務 費

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計 △ △

(注) 給水原価は、経常費用から受託工事費及び売却原価を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外

収益の長期前受金戻入を除いている。下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。 
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（参考）

令和２年度以前の下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金について、営業外収益から営業

収益へ移し替えを行うと、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

総 費 用 △ △

純 損 益

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。本年度

の給水収益は 億 万 千円で、前年度に比較して 万 千円 ％

減少している。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは主に、原水及び浄水費の修繕費、配水費の委託料・修繕

費等が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、浄水施設等の維持管理経費 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは主に、企業債利息が減少したことによるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

 

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

年度 年度 元年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、修繕費が前年度に比べ大きく減少している。一方、動

力費や資産減耗費は前年度に比べ増加している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの費用 原価 は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 減少している。

（ア）部門別給水原価

単位 円

区 分
３ 年 度 ２ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

原 水 及 び 浄 水 費 △ △

配 水 費 △ △

給 水 費

業 務 費

総 係 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計 △ △

(注) 給水原価は、経常費用から受託工事費及び売却原価を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外

収益の長期前受金戻入を除いている。下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。 



－ 79 －－ 78 －
 

（イ）目的別給水原価

単位 円

区 分
３ 年 度 ２ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料 △ △

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息 △ △

そ の 他

合 計 △ △

(注) 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。修繕費には、量水器取替費が含まれてい

る。給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。 

イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価（給水収益）と給水原価を比較

すると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 減少の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価を差

し引いた額は、前年度に比較し 円 銭増加の 円 銭となっている。

（参考）

令和元年度以前の給水原価について、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除す

ると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

 

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。これは、建設仮勘定が 億 万 千円

％ 減少したものの、機械及び装置が 億 万 千円 ％ 増加し

たことによるものである。

なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 千円 ％ 減

少している。これは、その他無形固定資産の減少によるものである。

なお、無形固定資産の主なものは、電話加入権 万 千円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、主に現金預金が 億 万 千円（ ％）、前払金

が 億 万円（ ％）減少したことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道事業会計負担金 億 万 千円、給水収益

万 千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円（ ％）、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億

万円（ ％）、資本金 億 万円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

減少している。これは、企業債の減少によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

減少している。これは、主に未払金が 億 万 千円（ ％）減少したこ

とによるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、その他流動負債 億 万 千円で、引当金は 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。
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（イ）目的別給水原価

単位 円

区 分
３ 年 度 ２ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料 △ △

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費 △ △

減 価 償 却 費 △ △

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息 △ △

そ の 他

合 計 △ △

(注) 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。修繕費には、量水器取替費が含まれてい

る。給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。 

イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価（給水収益）と給水原価を比較

すると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

供給単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 減少の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価を差

し引いた額は、前年度に比較し 円 銭増加の 円 銭となっている。

（参考）

令和元年度以前の給水原価について、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除す

ると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

 

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。これは、建設仮勘定が 億 万 千円

％ 減少したものの、機械及び装置が 億 万 千円 ％ 増加し

たことによるものである。

なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 千円 ％ 減

少している。これは、その他無形固定資産の減少によるものである。

なお、無形固定資産の主なものは、電話加入権 万 千円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、主に現金預金が 億 万 千円（ ％）、前払金

が 億 万円（ ％）減少したことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道事業会計負担金 億 万 千円、給水収益

万 千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円（ ％）、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億

万円（ ％）、資本金 億 万円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

減少している。これは、企業債の減少によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

減少している。これは、主に未払金が 億 万 千円（ ％）減少したこ

とによるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、その他流動負債 億 万 千円で、引当金は 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。
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（ウ）繰延収益

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 万 千円（ ％）減少

している。これは、長期前受金が 億 万 千円（ ％）増加したものの、

そこから差し引かれる収益化累計額が 億 万 千円（ ％）増加したこ

とによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、組入資本金の増加によるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、当年度純利益の増加によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰

余金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

３年度 ２年度 元年度 年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

資金期首残高

資金期末残高 △

む す び

令和３年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が生

じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

しかしながら、業務実績をみると、人口の減少に伴い年度末の給水件

数は 件と、前年度より 件 ％ 減少し、給水人口について

も 人と前年度に比べ 人 ％ 減少している。

さ ら に 、 年 間 の 給 水 量 は ㎥ と 前 年 度 よ り ㎥

（ ％）減少し、これにより、給水収益は、前年度と比較して

万 千円（ ％）の減となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥ ％ の

減少となり、この結果、有収率については、前年度から ポイント下

回る ％となっている。

建設改良事業については、「日立市上下水道事業経営戦略」に基づき、

引き続き、茨城県生活基盤施設耐震化等補助金を活用した基幹管路であ

る第７送水管更新工事を実施するとともに、森山浄水場における沈殿池

流入調整弁更新工事や十王浄水場の監視制御装置更新工事、送水及び配

水施設のポンプ更新工事等を実施したほか、緊急度の高い老朽配水管の

更新工事などに取り組んだ。なお、全体の事業費は、十王浄水場監視制

御装置更新事業の継続費年割額の減などにより、前年度と比較し 億

万円 ％ 減の 億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっており、前年度

と比較すると、総収益が、主たる営業収益である給水収益の減などによ

り 万 千円 ％ 減少しているものの、総費用が、原水及び浄水

費の修繕費や減価償却費、企業債支払利息の減などにより、 億 万

千円 ％ 減少 したことから、純利益は、前年度と比較して 億

万円 ％ の増となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は前年度より ポイント

上回る ％となり、経営の健全性を維持している状況であり、料

金水準の妥当性を示す料金回収率は前年度より ポイント上回る

％となっており、給水事業に必要な費用を給水収益で賄えている
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（ウ）繰延収益

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 万 千円（ ％）減少

している。これは、長期前受金が 億 万 千円（ ％）増加したものの、

そこから差し引かれる収益化累計額が 億 万 千円（ ％）増加したこ

とによるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。これは、組入資本金の増加によるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは主に、当年度純利益の増加によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰

余金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

３年度 ２年度 元年度 年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は固定負債と流動負債の企業債を合せた 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万 千円増加したが、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

資金期首残高

資金期末残高 △

む す び

令和３年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が生

じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

しかしながら、業務実績をみると、人口の減少に伴い年度末の給水件

数は 件と、前年度より 件 ％ 減少し、給水人口について

も 人と前年度に比べ 人 ％ 減少している。

さ ら に 、 年 間 の 給 水 量 は ㎥ と 前 年 度 よ り ㎥

（ ％）減少し、これにより、給水収益は、前年度と比較して

万 千円（ ％）の減となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥ ％ の

減少となり、この結果、有収率については、前年度から ポイント下

回る ％となっている。

建設改良事業については、「日立市上下水道事業経営戦略」に基づき、

引き続き、茨城県生活基盤施設耐震化等補助金を活用した基幹管路であ

る第７送水管更新工事を実施するとともに、森山浄水場における沈殿池

流入調整弁更新工事や十王浄水場の監視制御装置更新工事、送水及び配

水施設のポンプ更新工事等を実施したほか、緊急度の高い老朽配水管の

更新工事などに取り組んだ。なお、全体の事業費は、十王浄水場監視制

御装置更新事業の継続費年割額の減などにより、前年度と比較し 億

万円 ％ 減の 億 万 千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっており、前年度

と比較すると、総収益が、主たる営業収益である給水収益の減などによ

り 万 千円 ％ 減少しているものの、総費用が、原水及び浄水

費の修繕費や減価償却費、企業債支払利息の減などにより、 億 万

千円 ％ 減少 したことから、純利益は、前年度と比較して 億

万円 ％ の増となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は前年度より ポイント

上回る ％となり、経営の健全性を維持している状況であり、料

金水準の妥当性を示す料金回収率は前年度より ポイント上回る

％となっており、給水事業に必要な費用を給水収益で賄えている
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状況といえる。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は 億

万 千円であり、未払金が前年度と比較して減少したことなどにより、

前年度より 億 万 千円 ％ 減少しているが、引き続き経営の

健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和３年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

人口減少や節水意識の高まりなどにより、有収水量が年々減少し、給水

収益等の増収を見込むことが難しい中、老朽化する水道施設の修繕や更

新及び耐震化を進めるため、更なる経費の増加が見込まれるなど、水道

事業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増すことが予想される。

このような中、本市の水道施設は、昭和 年代以降に集中的に整備し

た施設が順次更新時期を迎えることから、確実かつ継続的な施設更新を

進めていくことが課題となっている。特に、耐用年数を経過する配水管

が増加する見込みであり、配水管の更新延長よりも耐用年数経過管延長

の増加が上回り、有収率の低下や漏水事故のリスクが高まることが懸念

される。

このため令和２年度に発生した砂沢町漏水事故を踏まえ、予防保全対

策として実施している試験堀調査を継続しつつ、効率的かつ効果的な老

朽管路の更新に努められたい。

また、本市の水道水の水源のうち、総配水量の約８割を占める久慈川

は、渇水時の塩分遡上による取水量減少への対応が、重要かつ喫緊の課

題として、安定水源の確保策の検討が進められてきた。その結果、十王

川系の配水区域を拡大し、久慈川系の配水負担を軽減することにより、

安定的な水道水の供給を確保する方向性が示され、今後、十王浄水場の

機能強化に向けた取組が進められることとなった。

ついては、十王浄水場の機能強化に向けた施設等の整備にあたり、財

源の確保を含め整備計画を着実に推進するとともに、老朽化が進む森山

浄水場についても継続使用するための長寿命化と配水量の減少に合わせ

た施設規模の最適化を図ることで、将来にわたって安定した水源の確保

に努められたい。

水道は、市民生活に欠かすことのできない重要なライフラインであり、

市民に安全でおいしい水を将来にわたり継続的かつ安定的に供給するこ

とが不可欠であることから、引き続き、本市の地域特性や社会経済情勢

を踏まえた的確な財政見通しのもと、新しい日立市総合計画及び経営の

基本となる日立市上下水道事業経営戦略に基づく各種事業を推進し、更

なる経営基盤の強化により、健全で持続可能な事業運営が図られること

を望むものである。

以 上
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状況といえる。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は 億

万 千円であり、未払金が前年度と比較して減少したことなどにより、

前年度より 億 万 千円 ％ 減少しているが、引き続き経営の

健全性を維持している状況にあると判断される。

以上が令和３年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

人口減少や節水意識の高まりなどにより、有収水量が年々減少し、給水

収益等の増収を見込むことが難しい中、老朽化する水道施設の修繕や更

新及び耐震化を進めるため、更なる経費の増加が見込まれるなど、水道

事業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増すことが予想される。

このような中、本市の水道施設は、昭和 年代以降に集中的に整備し

た施設が順次更新時期を迎えることから、確実かつ継続的な施設更新を

進めていくことが課題となっている。特に、耐用年数を経過する配水管

が増加する見込みであり、配水管の更新延長よりも耐用年数経過管延長

の増加が上回り、有収率の低下や漏水事故のリスクが高まることが懸念

される。

このため令和２年度に発生した砂沢町漏水事故を踏まえ、予防保全対

策として実施している試験堀調査を継続しつつ、効率的かつ効果的な老

朽管路の更新に努められたい。

また、本市の水道水の水源のうち、総配水量の約８割を占める久慈川

は、渇水時の塩分遡上による取水量減少への対応が、重要かつ喫緊の課

題として、安定水源の確保策の検討が進められてきた。その結果、十王

川系の配水区域を拡大し、久慈川系の配水負担を軽減することにより、

安定的な水道水の供給を確保する方向性が示され、今後、十王浄水場の

機能強化に向けた取組が進められることとなった。

ついては、十王浄水場の機能強化に向けた施設等の整備にあたり、財

源の確保を含め整備計画を着実に推進するとともに、老朽化が進む森山

浄水場についても継続使用するための長寿命化と配水量の減少に合わせ

た施設規模の最適化を図ることで、将来にわたって安定した水源の確保

に努められたい。

水道は、市民生活に欠かすことのできない重要なライフラインであり、

市民に安全でおいしい水を将来にわたり継続的かつ安定的に供給するこ

とが不可欠であることから、引き続き、本市の地域特性や社会経済情勢

を踏まえた的確な財政見通しのもと、新しい日立市総合計画及び経営の

基本となる日立市上下水道事業経営戦略に基づく各種事業を推進し、更

なる経営基盤の強化により、健全で持続可能な事業運営が図られること

を望むものである。

以 上
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別表１  業務実績表

増  減 増減率(%)

行政区域内人口 △ 2,800 △ 1.6

計 画 給 水 人 口

給 水 人 口 △ 2,732 △ 1.6

給 水 件 数 △ 287 △ 0.3

導・送・配水管延長

職 員 数 △ 2 △ 2.7

経常
費用

－
受託

工事費
＋
売却
原価

－
長期前受
金戻入

※給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。

区        分 単位 ３年度 ２年度
対前年度比較

備          考

人

人

人

普 及 率 ％ －
(Ｂ)

×100
(Ａ)

件

年 間 給 水 量 ｍ △ 217,733 △ 1.1

年間有収水量 ｍ △ 252,040 △ 1.4

有 収 率 ％ △ 0.3 －
(Ｄ)

×100
(Ｃ)

１ 日 最 大 給 水 量 ｍ △ 7,920 △ 11.4

ｍ

人

１ ㎥ 当 た り 収 益 円
 総収益

(Ｄ)

１ ㎥ 当 た り 費 用 円 △ 5.67 △ 3.3
総費用

(Ｄ)

１㎥当たり供給単価 円
給水収益

(Ｄ)

(Ｄ)
１㎥当たり給水原価 円 △ 5.92 △ 4.0
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

３年度 ２年度

1　営業収益

 (1) 給水収益 △ 22,628,163 △ 0.8

       水道料金 △ 22,628,163 △ 0.8

 (2) 受託工事収益

       受託工事収益

 (3) 一般会計負担金

       一般会計負担金

 (4) 下水道事業会計負担金

       下水道事業会計負担金

 (5) その他の営業収益

       加入金 △ 6,910,000 △ 19.3

       手数料 △ 627,500 △ 9.8

       徴収事務負担金

2　営業外収益 △ 238,235,219 △ 51.2

 (1) 受取利息及び配当金 △ 167,466 △ 32.6

       預金利息 △ 167,466 △ 32.6

 (2) 一般会計負担金 △ 214,918,848 △ 96.9

       一般会計負担金 △ 1,344,304 △ 16.2

    ▲ 下水道事業会計負担金 △ 213,574,544

 (3) 一般会計補助金 △ 190,388 △ 3.3

       一般会計補助金 △ 190,388 △ 3.3

 (4) 長期前受金戻入

       受贈財産評価額戻入

       国県補助金戻入

       一般会計負担金戻入 △ 16,566 △ 0.0

       工事負担金戻入 △ 342,001 △ 1.3

       一般会計補助金戻入 △ 184,076 △ 0.6

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益 △ 24,745,957 △ 50.5

       不用品売却収益

       交付金

       その他雑収益

    ▲ 徴収事務負担金 △ 30,347,121

合                 計 △ 26,817,858 △ 0.8

(注)令和3年度から下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っている。

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

　費    　用   　 の    　部

３年度 ２年度

1　営業費用 △ 121,161,543 △ 4.2

 (1) 原水及び浄水費　 △ 29,003,467 △ 3.7

 (2) 配水費 △ 58,147,461 △ 25.8

 (3) 給水費 △ 2,196,726 △ 1.4

 (4) 受託工事費

 (5) 業務費 △ 5,235,381 △ 2.3

 (6) 総係費 △ 17,468,365 △ 7.0

 (7) 減価償却費 △ 42,280,782 △ 3.5

 (8) 資産減耗費

2　営業外費用 △ 23,234,961 △ 10.7

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 21,874,402 △ 10.2

       企業債利息 △ 21,874,402 △ 10.2

 (2) 雑支出 △ 1,360,559 △ 57.1

       不用品売却原価

       その他雑支出 △ 1,466,170 △ 88.1

合                 計 △ 144,396,504 △ 4.6

当  年  度  純  損  益

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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　費    　用   　 の    　部

３年度 ２年度
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 (3) 給水費 △ 2,196,726 △ 1.4
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支払利息及び企業債取扱諸費 △ 21,874,402 △ 10.2

       企業債利息 △ 21,874,402 △ 10.2

 (2) 雑支出 △ 1,360,559 △ 57.1

       不用品売却原価

       その他雑支出 △ 1,466,170 △ 88.1

合                 計 △ 144,396,504 △ 4.6

当  年  度  純  損  益

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額



－ 91 －－ 90 －

別表３  費用使途別比率表

  物   件   費

金

 (1)原水及び浄水費

 (2)配水費

 (3)給水費

 (4)受託工事費

 (5)業務費

 (6)総係費

 (7)減価償却費

 (8)資産減耗費

2  営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)雑支出

合          計

区　　　分

人    件    費

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 (％) ３年度

1　営業費用

額

３年度 ２年度 (％)２年度 ３年度 ２年度 (％) ３年度 ２年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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額

３年度 ２年度 (％)２年度 ３年度 ２年度 (％) ３年度 ２年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

営

業

費

用

広 告 料

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 比率(％)

委 託 料

手 数 料

下 水 道 使 用 料

修 繕 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費

賃 借 料

研 修 費

材 料 費

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

不 用 品 売 却 原 価

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

比率(％)２年度 ３年度 ２年度３年度

営

業

費

用

計

営
業
外
費
用

そ の 他 雑 支 出

合          計
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厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

不 用 品 売 却 原 価

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度

比率(％)２年度 ３年度 ２年度３年度

営

業

費

用

計

営
業
外
費
用

そ の 他 雑 支 出

合          計
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別表５  貸借対照表前年度比較表

資      産      の      部

３年度 ２年度

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地

       建物 △ 39,577,128 △ 4.7

       構築物 △ 64,287,560 △ 0.5

       配水管

       機械及び装置

       量水器 △ 67,586

       車両運搬具 △ 3,008,872 △ 14.2

       工具器具及び備品 △ 6,755,763 △ 19.5

       建設仮勘定 △ 175,853,889 △ 17.2

 (2) 無形固定資産 △ 8,380 △ 1.3

　　　 電話加入権

　　　 その他無形固定資産 △ 8,380 △ 14.3

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産 △ 453,255,604 △ 15.6

 (1) 現金預金 △ 374,448,210 △ 15.0

 (2) 未収金

 　  貸倒引当金 △ 1,666,208 △ 1,898,131 △ 12.2

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品 △ 1,709,481 △ 2.8

 (5) 前払金 △ 116,569,620 △ 99.2

資   産   合   計 △ 230,432,955 △ 0.7

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

負   債   ・   資   本   の   部

３年度 ２年度

3 固定負債 △ 313,439,097 △ 2.2

 (1) 企業債 △ 313,439,097 △ 2.2

4 流動負債 △ 281,301,336 △ 13.2

 (1) 企業債

 (2) 未払金 △ 306,027,152 △ 40.1

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

（5）引当金 △ 2,963,610 △ 6.1

     賞与引当金 △ 2,502,058 △ 6.2

　　 法定福利費引当金 △ 461,552 △ 6.0

（6）その他流動負債 △ 17,375,868 △ 6.2

　▲ 前受金 ‐ ‐ △ 836,000 ‐

5 繰延収益 △ 42,118,045 △ 1.0

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 4,643,237,905 △ 4,480,488,517 △14.0 △13.4 △ 162,749,388

負   債   合   計 △ 636,858,478 △ 3.1

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額

       建設補助金

       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金

 (2) 利益剰余金

       当年度未処分利益
       剰余金

       ・当年度純利益

       ・前年度繰越利益
         剰余金
       ・その他未処分利
         益剰余金変動額

△ 11,364,888 △ 3.8

資   本   合   計

負 債・資 本 合 計 △ 230,432,955 △ 0.7

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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負   債   ・   資   本   の   部

３年度 ２年度
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 (2) 未払金 △ 306,027,152 △ 40.1

 (3) 未払費用
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（5）引当金 △ 2,963,610 △ 6.1

     賞与引当金 △ 2,502,058 △ 6.2

　　 法定福利費引当金 △ 461,552 △ 6.0

（6）その他流動負債 △ 17,375,868 △ 6.2

　▲ 前受金 ‐ ‐ △ 836,000 ‐

5 繰延収益 △ 42,118,045 △ 1.0

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 4,643,237,905 △ 4,480,488,517 △14.0 △13.4 △ 162,749,388

負   債   合   計 △ 636,858,478 △ 3.1

6 資本金
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7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額
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       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金
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       ・当年度純利益
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△ 11,364,888 △ 3.8
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負 債・資 本 合 計 △ 230,432,955 △ 0.7

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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別表６　財務分析表　

３年度 ２年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注1)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金)
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

企業債償還元金
×100

企業債償還元金
×100

給水収益

支払利息(8)
×100

企業債償還元金
対料金収入比率

平均負債(9)

企業債償還元金
対減価償却費比率

営業収支比率
営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率

×100

経常収支比率
経常収益(6)

×100
経常費用(7)

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

流動負債

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

×100
流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

×100
自己資本

総資本(2)

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

(注2)令和2年度の数値について、次のとおり再計算を行った。
　　(*1) 令和3年度から下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を、営業外収益から営業収益へ移し
　　 　替えたため、令和2年度の数値についても同様に移し替え、再計算を行った。
　　(*2) 令和3年度から下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除しているため、令和2年度の
　　 　数値についても同様に控除し、再計算を行った。

　経常費用に対する経常収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　　(8) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
　　(9) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

　給水収益に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　減価償却費に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　給水収益に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す
　ものである。

　貯蔵品に対する貯蔵品消費額の割合であり、貯蔵品管理の巧拙を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定
　性を表すものである。

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　営の安全性を表すものである。
　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

備            　　　考
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別表７  経営分析比較表

固 定 資 産
使 用 効 率

経常費用－
(受託工事費
＋売却原価)

－
長期前受
金戻入

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

×100

区 分 単位 ３年度 ２年度

給水人口15万
人以上30万人
未満の都市の
平均(２年度)

算　　　　式

負 荷 率 ％
１日平均給水量

×100
１日最大給水量

施 設 利 用 率 ％
１日平均給水量

×100
１日給水能力

最 大 稼 働 率 ％
１日最大給水量

×100
１日給水能力

有 収 率 ％
年間有収水量

×100
年間給水量

配水管使用効率 ｍ /ｍ

年間給水量

導・送・配水管延長

ｍ /万円

年間給水量

有形固定資産

供 給 単 価 円/ｍ

給水収益

年間有収水量

給 水 原 価 円/ｍ
年間有収水量

人
現在給水人口

損益勘定所属職員

ｍ

年間有収水量

損益勘定所属職員

千円
営業収益

損益勘定所属職員

料 金 回 収 率 ％
供給単価

給水原価

 

下 水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

管 渠 延 長 ｍ

本年度末の水洗化戸数は、 戸と前年度に比較し 戸 ％ の増加となり、

水洗化率は ％と前年度と比較し、 ポイント上昇している。

年間処理水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度と比較し、 ポイント下回っている。

なお、管渠延長は、 ｍと前年度に比較し ｍ ％ 増加してい

る。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の下水道使用料が減少したことによるものである。
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、この主なものは、処理場費及び

予備費である。

決算額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、減

価償却費及び雨水施設費が増加したものの、資産減耗費、支払利息及び企業債

取扱諸費が減少したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入 △ △

企業債

国県補助金 △ △

負担金

▲ 一般会計補助金 ‐ ‐ △ ‐ ‐

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に国県補助金の減少及び一般会計補助金の皆減によるものである。

 

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 ‐ ‐

雨水対策費

企業債償還金 △ △

一般会計補助金返還金 ‐ ‐

▲ 中央処理区改良費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

▲ 流域下水道建設費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

▲ 調査費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、雨水対策費は増加したが、中央処理区改良費、流域下水道建設費及び調査

費を統合した建設改良費、企業債償還金が減少したことによるものである。

建設改良費の主なものは、河原子中継ポンプ場電気設備改築工事費、池の川

処理場管理棟新館耐震補強工事費である。

雨水対策費の主なものは、舟入川雨水管渠改築工事費である。

決算収支における資本的収入額 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千円

に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定留保

資金 億 万 千円、当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び減債

積立金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、この主なものは、処理場費及び

予備費である。

決算額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、減

価償却費及び雨水施設費が増加したものの、資産減耗費、支払利息及び企業債

取扱諸費が減少したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入 △ △

企業債

国県補助金 △ △

負担金

▲ 一般会計補助金 ‐ ‐ △ ‐ ‐

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億 万

千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に国県補助金の減少及び一般会計補助金の皆減によるものである。

 

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

３年度 ２年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出 △ △

建設改良費 ‐ ‐

雨水対策費

企業債償還金 △ △

一般会計補助金返還金 ‐ ‐

▲ 中央処理区改良費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

▲ 流域下水道建設費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

▲ 調査費 ‐ ‐ △ ‐ ‐

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千

円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、雨水対策費は増加したが、中央処理区改良費、流域下水道建設費及び調査

費を統合した建設改良費、企業債償還金が減少したことによるものである。

建設改良費の主なものは、河原子中継ポンプ場電気設備改築工事費、池の川

処理場管理棟新館耐震補強工事費である。

雨水対策費の主なものは、舟入川雨水管渠改築工事費である。

決算収支における資本的収入額 年度へ繰越される支出の財源に充当する額

万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千円

に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定留保

資金 億 万 千円、当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び減債

積立金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。
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（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益

特 別 利 益

総 収 益 △ △

営 業 費 用 △ △

営業外費用 △ △

特 別 損 失

総 費 用 △ △

純 損 益 △ △

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業収益は、事業収益の主体である下水道使用料 億 万 千円のほか、

水質規制、水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経

費に対する一般会計負担金 万 千円などである。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益であ

る営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。

主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業等の企業債利

息に対する一般会計負担金 万 千円である。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

 

している。これは主に、雨水施設費及び減価償却費が増加したものの、処理場

費及び資産減耗費が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管

理運営費負担金 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

３年度 ２年度 元年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、減価償却費が前年度に比べ増加している。一方、資産

減耗費及び企業債利息は、前年度に比べ減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 銭

％ 増加している。
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（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益

特 別 利 益

総 収 益 △ △

営 業 費 用 △ △

営業外費用 △ △

特 別 損 失

総 費 用 △ △

純 損 益 △ △

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業収益は、事業収益の主体である下水道使用料 億 万 千円のほか、

水質規制、水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経

費に対する一般会計負担金 万 千円などである。

イ 営業外収益

金融及び財務活動、その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益であ

る営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。

主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業等の企業債利

息に対する一般会計負担金 万 千円である。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると減少傾向にあり、本年度決算についても前年度

比 万円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

 

している。これは主に、雨水施設費及び減価償却費が増加したものの、処理場

費及び資産減耗費が減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管

理運営費負担金 億 万 千円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万 千円で

ある。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度
指数 （ 年度＝ ）

３年度 ２年度 元年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

合 計

費用を性質別にみると、減価償却費が前年度に比べ増加している。一方、資産

減耗費及び企業債利息は、前年度に比べ減少している。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 銭

％ 増加している。
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（ア）部門別処理原価

単位 円

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費 △ △

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費 △ △

業 務 費 △ △

総 係 費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他

合 計

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外収

益の長期前受金戻入を除いている。 

（イ）目的別処理原価

単位 円

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計 △ △

合 計

注 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

 

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処理原価

を差し引いた額は、前年度に比較し 銭増加の 円 銭となっている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で、その構成は、固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、構築物等の減少によるものであ

る。

有形固定資産の主なものは、構築物 億 万 千円で ％を占め

ている。

無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、施設利用権（那珂久慈流域下水道施

設利用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権）の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、現金預金が 億 万 千円 ％ 増加したこと

によるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、未収金の内訳は、下水道使用料 億 万 千円等である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万円 ％ 、流動負債 億 万 千円（ ％）、繰延収益 億 万

千円（ ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千円

％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減

少している。これは、企業債の減少によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。
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（ア）部門別処理原価

単位 円

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費

ポ ン プ 場 費 △ △

処 理 場 費 △ △

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費 △ △

業 務 費 △ △

総 係 費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他

合 計

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を差し引いて算出している。また、減価償却費は、営業外収

益の長期前受金戻入を除いている。 

（イ）目的別処理原価

単位 円

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較
金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計 △ △

合 計

注 職員給与費は、人件費から児童手当、退職手当負担金を除いている。 

イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ３年度 ２年度 元年度 年度 年度

使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ）

 

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処理原価

を差し引いた額は、前年度に比較し 銭増加の 円 銭となっている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表」のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で、その構成は、固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産
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３年度 ２年度 元年度 年度
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借 入 額

償 還 額
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（単位 千円）
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む す び

令和３年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対し、

総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利益が

生じており、８年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっている。

業務実績をみると、年度末の水洗化戸数は 戸であり、前年度

より 戸 ％ 増加し、水洗化率は ％となっている。

また、水洗化人口は 人と前年度より 人 ％ 減少し

て お り 、 年 間 の 処 理 水 量 は ㎥ と 前 年 度 よ り ㎥

（ ％）の減少となり、有収水量についても ㎥と前年度に

比べ ㎥ ％ 減少している。この結果、有収率については、

前年度から ポイント下回る ％となっており、その主な要因は、

流域関連処理区の有収率が ポイント下回ったことによるものである。

建設改良事業については、「日立市下水道ストックマネジメント計画」

及び「日立市下水道総合地震対策計画」に基づく国庫補助事業として、

池の川処理場の管理棟新館耐震補強工事及び河原子中継ポンプ場の電気

設備改築工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るため、老

朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。また、雨水対策事業につ

いては、雨降川及び舟入川排水区における雨水管渠改築工事を実施した。

なお、全体の事業費は、雨降川の雨水管渠改築工事等を繰越したことな

どにより、前年度と比較し 億 万 千円 ％ 減の 億 万

千円となっている。

経営状況については、総収支において黒字決算となっているが、総収

益 が 下 水 道 使 用 料 の 減 な ど に よ り 、 前 年 度 と 比 較 し 万 千 円

（ ％ ） 減 少 し 、 総 費 用 に つ い て は 、 資 産 減 耗 費 の 減 な ど に よ り

万 千円（ ％）の減となったことから、純利益は、前年度と比

較し 万円（ ％）の減となっている。

また、経営指標をみると、経常収支比率は、前年度と比較して

ポイント下回り ％となったが、健全な経営を維持している状況

であり、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、下水道使用料の減少

等により前年度から ポイント下回り となったが、事業に

必要な費用を使用料で賄えている状況といえる。

なお、キャッシュフロー計算書における資金の期末残高は 億

万 千円であり、前年度と比較して 億 万 千円 ％ と大幅に

増加しており、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると判断

される。

以上が令和３年度の経営内容であるが、今後の下水道事業を展望する

と、水道事業と同様に、人口減少などにより汚水処理水量が年々減少し、

下水道使用料収入等の増収を見込むことが難しい中、老朽化が進む下水

道施設が増加し、それらの修繕や更新のほか、近年頻発化、激甚化して

いる自然災害への備えなどの課題に直面しており、下水道事業を取り巻

く経営環境は一層厳しさを増すことが予想される。

特に、本市の下水道施設は、中央処理区の供用開始から 年が経過し、

今後、耐用年数を迎える施設が増加することが見込まれている。このよ

うな中、現在、国の補助金等を活用した計画的な施設改修を図るための

「日立市下水道ストックマネジメント計画」の改訂に取り組まれている

が、改訂にあたっては、施設状況を的確に把握・評価したうえで、長期

的な施設状態の予測に基づく実効性のある維持管理・改築計画を取りま

とめ、その計画の着実な推進により、老朽化施設の更新及び長寿命化を

図られたい。

また、令和３年度決算においては、下水道事業供用開始以来はじめて、

財源不足を補うための一般会計補助金が皆減し、公営企業の経営の基本

原則である受益者負担による独立採算の決算を実現したところである。

これは、これまでの行財政改革をはじめとした経営基盤強化のための継

続的な取組の成果であり、引き続き中長期的な視点に立った財政計画に

基づき経営基盤の更なる強化に努められたい。

下水道事業は、快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全など、

市民生活や社会活動において重要なインフラの一つであることから、新

しい日立市総合計画及び経営の基本となる日立市上下水道事業経営戦略

に基づく各種事業を推進し、将来にわたって安定したサービスの提供が

できるよう、引き続き健全な事業運営に取り組まれることを強く望むも

のである。

以 上
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別表１　業務実績表

増　減 増減率(％)

人 △ 2,800 △ 1.6

面 積

人 口 人 △ 2,116 △ 1.6

面 積

人 口 人 △ 2,114 △ 1.6

戸 数 戸

水 洗 化 人 口 人 △ 2,034 △ 1.6

水 洗 化 戸 数 戸

㎥ △ 325,093 △ 1.6

△ 382,890 △ 2.5

ｍ

人

総収益

総費用

使用料収入

処理原価

区　　分 単位 ３年度 ２年度
対前年度比較

備　　　　考

行 政 区 域 内 人 口

計
画
区
域

広域下水道区域・西部地
区を除いた計画区域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ △ 0.7 － ×100

管 渠 延 長

職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

１㎥当たり使用料単価 円

１㎥当たり処理原価 円
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理
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職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円
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別表２　損益計算書前年度比較表

収 益 の 部 （単位　円）

３年度 ２年度

1　営業収益 △ 41,703,312 △ 1.6

 (1) 下水道使用料 △ 54,710,222 △ 2.2

       下水道使用料 △ 54,710,222 △ 2.2

 (2) 一般会計負担金

       一般会計負担金

 (3) その他の営業収益

       手数料

2　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 △ 327 △ 6.5

       預金利息 △ 327 △ 6.5

 (2) 一般会計負担金 △ 4,277,006 △ 13.7

       一般会計負担金 △ 4,277,006 △ 13.7

 (3) 長期前受金戻入

　　　 受贈財産評価額戻入

　　　 国県補助金戻入 △ 6,145,410 △ 0.9

　　　 一般会計負担金戻入

　　　 工事負担金戻入 △ 3,360,544 △ 31.5

　　　 受益者負担金戻入 △ 1,588,826 △ 1.6

　　　 一般会計補助金戻入

　　　 その他長期前受金戻入

 (4) 雑収益

       不用品売却収益

       交付金

       その他雑収益 △ 198,357 △ 4.0

合　　　　　計 △ 38,578,214 △ 1.0

３年度 ２年度 増　減　額 増減率(％)
区　　　分

金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

３年度 ２年度

1　営業費用 △ 6,671,704 △ 0.2

 (1) 管渠費　

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費 △ 8,398,833 △ 11.9

 (4) 処理場費 △ 14,671,532 △ 4.1

 (5) 普及促進費 △ 4,128 △ 1.1

 (6) 排水設備費 △ 2,519,553 △ 9.3

 (7) 業務費 △ 7,461,026 △ 6.0

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費 △ 37,165,156 △ 59.6

　 　 　 　 　

2　営業外費用 △ 26,127,109 △ 13.7

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 26,680,638 △ 14.2

       企業債利息 △ 26,680,638 △ 14.3

       長期借入金利息

 (2) 雑支出

       その他雑支出

合　　　 　  　計 △ 32,798,813 △ 0.9

当 年 度 純 損 益 △ 5,779,401 △ 1.6

構成比(％) 対  前  年  度  比  較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)
区　　　分

金　　　　　額
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（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

３年度 ２年度

1　営業費用 △ 6,671,704 △ 0.2

 (1) 管渠費　

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費 △ 8,398,833 △ 11.9

 (4) 処理場費 △ 14,671,532 △ 4.1

 (5) 普及促進費 △ 4,128 △ 1.1

 (6) 排水設備費 △ 2,519,553 △ 9.3

 (7) 業務費 △ 7,461,026 △ 6.0

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費 △ 37,165,156 △ 59.6

　 　 　 　 　

2　営業外費用 △ 26,127,109 △ 13.7

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 26,680,638 △ 14.2

       企業債利息 △ 26,680,638 △ 14.3

       長期借入金利息

 (2) 雑支出

       その他雑支出

合　　　 　  　計 △ 32,798,813 △ 0.9

当 年 度 純 損 益 △ 5,779,401 △ 1.6

構成比(％) 対  前  年  度  比  較

３年度 ２年度 増  減  額 増減率(％)
区　　　分

金　　　　　額
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別表３　費用使途別比率表

    物  件  費

区　　　　分 金

1　営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費

2  営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

合　　　　　計

人　　　件　　　費

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率

(％)３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

（単位　円）

額

２年度

  ・  そ  の  他  の  経  費

金　　　　額

３年度 ２年度

対前年
度比率

３年度

計

対前年
度比率

(％)

構成比(％)

３年度 ２年度 (％)

構成比(％)

２年度
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（単位　円）

額

２年度

  ・  そ  の  他  の  経  費

金　　　　額

３年度 ２年度

対前年
度比率

３年度

計

対前年
度比率

(％)

構成比(％)

３年度 ２年度 (％)

構成比(％)

２年度
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別表４　費用節別比率表

（単位　円）

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費 ‐

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

対前年度金            額

２年度３年度

営

　
　

業

　
　
費
　
　

用

区　　　　分
２年度

構成比(％)

比率(％)３年度

（単位　円） （単位　円）

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

水 洗 化 助 成 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費 ‐

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

２年度３年度

対前年度

比率(％)

金            額 構成比(％)

３年度 ２年度

       合           計

営

業

外

費

用

営

　

業

　

費

　

用

区　　　　分
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（単位　円） （単位　円）

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

水 洗 化 助 成 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費 ‐

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

２年度３年度

対前年度

比率(％)

金            額 構成比(％)

３年度 ２年度

       合           計

営

業

外

費

用

営

　

業

　

費

　

用

区　　　　分



－ 121 －－ 120 －

別表５　貸借対照表前年度比較表

資       産       の       部 （単位　円）

1 固定資産 △ 720,675,499 △ 1.6

 (1) 有形固定資産 △ 589,742,468 △ 1.4

       土地

       建物 △ 60,951,499 △ 9.2

       構築物 △ 436,804,187 △ 1.3

       機械及び装置 △ 138,720,500 △ 2.1

       車両運搬具 △ 2,566 △ 0.1

       工具器具及び備品 △ 1,401,382 △ 21.8

       建設仮勘定

 (2) 無形固定資産 △ 130,933,031 △ 9.0

       施設利用権 △ 130,933,031 △ 9.0

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

     貸倒引当金 △ 2,072,780 △ 2,528,086 △ 18.0

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金

資     産     合     計 △ 339,150,163 △ 0.8

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 増 減 額

負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債 △ 385,633,889 △ 4.2

 (1) 企業債 △ 385,633,889 △ 4.3

 (2) 他会計借入金

4 流動負債

 (1) 企業債 △ 121,739,719 △ 10.1

 (2) 未払金

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

 (5) 引当金 △ 579,984 △ 5.1

　　 　賞与引当金 △ 483,291 △ 5.0

 　　　法定福利費引当金 △ 96,693 △ 5.3

 (6) その他流動負債

5 繰延収益 △ 411,387,823 △ 1.6

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 31,196,030,848 △ 30,016,374,399 △69.6 △66.4 △ 1,179,656,449

負 債 合 計 △ 703,732,583 △ 1.9

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 5,779,401 △ 1.1

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 5,779,401 △ 1.6

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 5,779,401 △ 1.6

       ・当年度純利益 △ 5,779,401 △ 1.6

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計 △ 339,150,163 △ 0.8

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 増 減 額
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負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債 △ 385,633,889 △ 4.2

 (1) 企業債 △ 385,633,889 △ 4.3

 (2) 他会計借入金

4 流動負債

 (1) 企業債 △ 121,739,719 △ 10.1

 (2) 未払金

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

 (5) 引当金 △ 579,984 △ 5.1

　　 　賞与引当金 △ 483,291 △ 5.0

 　　　法定福利費引当金 △ 96,693 △ 5.3

 (6) その他流動負債

5 繰延収益 △ 411,387,823 △ 1.6

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 31,196,030,848 △ 30,016,374,399 △69.6 △66.4 △ 1,179,656,449

負 債 合 計 △ 703,732,583 △ 1.9

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 5,779,401 △ 1.1

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 5,779,401 △ 1.6

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 5,779,401 △ 1.6

       ・当年度純利益 △ 5,779,401 △ 1.6

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計 △ 339,150,163 △ 0.8

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 ３年度 ２年度 増 減 額
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別表６　財務分析表　

３年度 ２年度

％ ％

％ ％

回 回

％ ％

％ ％

％ ％

(注１)各算式に用いた用語は、次のとおりである。

(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋地上権)
(5) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

×100
下水道使用料

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

下水道使用料

企業債利息
対料金収入比率

企業債利息

下水道使用料

(1) 固定資産＋流動資産

平均負債(5)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

そ
の
他

利子負担率
支払利息

当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債償還元金
対料金収入比率

×100

企業債償還元金
×100

×100
経常費用

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

経費回収率
使用料収入

×100
汚水処理費

×100
総費用

経常収支比率
経常収益

減価償却率
当年度減価償却費

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

期末償却資産(4)+当年度減価償却費

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

流動資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

流動負債

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

８ 現金比率
現金預金

×100

財
務
比
率

平均流動資産

現金預金＋未収金
×100

流動負債

６ 流動比率
流動資産

×100
流動負債

７ 酸性試験比率

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

４ 固定比率
固定資産

自己資本＋固定負債

自己資本(3)
×100

総資本

×100
自己資本

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

３ 自己資本構成比率

　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　汚水処理費に対する下水道使用料収入の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。



－ 123 －

　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　汚水処理費に対する下水道使用料収入の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。


